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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】
 

回次
第14期

中間連結会計期間
第15期

中間連結会計期間
第14期

会計期間
自 2025年４月１日
至 2025年９月30日

自 2026年４月１日
至 2026年９月30日

自 2025年４月１日
至 2026年３月31日

売上高 (百万円) 48,400 49,960 112,093

経常利益 (百万円) 3,575 3,814 10,084

親会社株主に帰属する
中間(当期)純利益

(百万円) 2,188 6,987 6,602

中間包括利益又は包括利益 (百万円) 2,380 7,349 8,585

純資産額 (百万円) 68,149 74,364 73,753

総資産額 (百万円) 112,820 115,638 120,316

１株当たり中間(当期)純利益金額 (円) 136.33 443.19 411.33

潜在株式調整後１株当たり中間（当
期）純利益金額

(円) － － －

自己資本比率 (％) 55.6 59.3 56.5

営業活動によるキャッシュ・フロー (百万円) 4,889 2,175 10,780

投資活動によるキャッシュ・フロー (百万円) △2,503 7,696 △5,053

財務活動によるキャッシュ・フロー (百万円) △1,287 △7,309 △2,597

現金及び現金同等物の
中間期末(期末)残高

(百万円) 14,516 19,135 16,564
 

(注) １．当社は中間連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載してお

りません。

２．潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。

３．当社は、取締役等への株式報酬制度のために株式給付信託（BBT）を設定しております。このBBTにかかる信託

口が保有する当社株式は、１株当たり中間（当期）純利益金額の算定上、期中平均株式数の計算において控除

する自己株式に含めております。

 
２ 【事業の内容】

当中間連結会計期間において、当社グループ（当社、子会社及び関連会社）及び当社の関係会社において営まれて

いる事業の内容について、重要な変更はありません。

また、主要な関係会社についても異動はありません。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【事業等のリスク】

当中間連結会計期間において、当半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、経営者が

連結会社の財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況に重要な影響を与える可能性があると認識している主

要なリスクの発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等のリスク」についての重要な変更はありませ

ん。

 

２ 【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当中間連結会計期間の末日現在において判断したものであります。

 
(1) 財政状態及び経営成績の状況

わが国の経済は、雇用・所得環境の改善や各種政策の効果を背景に、緩やかな回復基調が続いています。また、

世界的なＡＩ・半導体関連需要を背景に、生産や設備投資には持ち直しの動きがみられます。一方で、中東情勢を

はじめとする地政学的リスク、各国の通商政策や輸出管理政策の動向、原材料・エネルギー価格の変動、自然災害

の影響に加え、日本銀行の金融政策の変更や為替相場を含む金融資本市場の変動など、先行きには引き続き不確実

性が残っています。

当社グループを取り巻く事業環境も大きく変化しています。原材料・資材価格や物流コストが変動する一方、最

大の取引先である電力業界では、カーボンニュートラルの実現、電力需給の安定化、地域社会の防災・レジリエン

ス強化、レベニューキャップ制度への対応など、電力事業を取り巻く構造的な変化が進展しています。

さらに、生成ＡＩをはじめとするデジタル技術の普及、データセンターや半導体工場の新増設、産業分野におけ

る電化の進展等を背景に、中長期的な電力需要の増加が見込まれています。これに伴い、電源および系統接続容量

の確保や、需要増加に対応した送配電網の計画的な整備が重要な課題となっています。加えて、高度経済成長期に

整備された送配電設備の老朽化が進む中、設備の更新・強靱化に向けた投資需要は、引き続き堅調に推移していま

す。

脱炭素社会の実現に向けては、再生可能エネルギーの導入拡大やエネルギー源の多様化が進展しているほか、系

統用蓄電所を中心とする蓄電分野への投資や、ＥＶ向け充電インフラの整備に向けた取組みも進んでいます。こう

した事業環境の変化により、当社グループのコア事業製品およびＧＸソリューションに対する需要は中長期的に拡

大するものと見込んでおり、当社グループはこれを重要な事業機会と捉えています。

このような中、当社グループは、2026年４月28日に公表した「2027中期経営計画」の見直しにおいて引き上げた

2027年度の業績目標およびROE目標の達成に向け、「ＳＱＣファースト改革」「コア事業の再生と強靱化」「成長ス

トーリーの再構築」「経営基盤の強化」の4つの基本方針に基づく取組みを引き続き進めております。

「ＳＱＣファースト改革」では、安全（Ｓ）・品質（Ｑ）・コンプライアンス（Ｃ）を最優先とする企業風土の

定着に向け、４つの改革を柱とする28項目のアクションプランを推進しており、概ね計画通りに進捗しておりま

す。

「コア事業の再生と強靱化」では、ＳＱＣの確保および生産能力の増強を目的として、蓮田事業所において油ガ

ス変成器工場の生産能力拡張を進める（2027年度竣工予定）とともに、特別高圧変圧器・開閉装置や配電機器、計

量機器の生産拠点・生産設備の再構築と増強について、具体的な検討を進めております。

「成長ストーリーの再構築」では、スマートメーターアセンブリーセンター（SMAC）の安定操業および生産性向

上に取り組んでおります。また、ＥＶ用次世代超急速充電器「SERA-400」の初号機が運用を開始し、次世代充電イ

ンフラの実装に向けた重要な一歩を踏み出しました。さらに、次世代半導体検査装置など、成長分野における研究

開発を引き続き推進しております。

「経営基盤の強化」では、資本効率の向上および株主還元の充実を目的として、2026年４月28日開催の取締役会

決議に基づく自己株式の取得を進め、同年９月１日をもって取得を完了いたしました。取得した自己株式は657,000

株、取得価額の総額は4,999百万円となりました。また、取得した自己株式の全数を同年10月８日付で消却いたしま

した。

さらに、新経営理念のビジョンとして掲げる「未来のエネルギーネットワークをデザインする“SERAカンパ

ニー”」の実現に向け、モノづくり、バリューチェーン、エンジニアリング、街づくりおよびデジタルのSERA各領

域における検討を進めております。

当社グループは、ＳＱＣファーストを事業運営の基盤として定着させるとともに、コア事業の供給力強化、成長

分野における事業展開および資本効率の向上を一体的に推進し、「2027中期経営計画」の達成と、その先の持続的
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な成長および企業価値の向上を目指してまいります。

 
当中間連結会計期間の売上高につきましては、ＧＸソリューション事業が減少したものの、計量事業、光応用検

査機器事業の増加により、49,960百万円（前年同期比3.2％増）となりました。

利益面では、売上高の増加により、営業利益3,761百万円（前年同期比10.5％増）、経常利益3,814百万円（前年

同期比6.7％増）、親会社株主に帰属する中間純利益は6,987百万円（前年同期比219.3％増）といずれも増益になり

ました。

なお、当中間連結会計期間において賃貸用ビルを売却したこと等に伴い、固定資産売却益5,401百万円及び修繕引

当金戻入額1,335百万円を特別利益として計上しております。

 
セグメントごとの経営成績は、次のとおりであります。

電力機器事業は、一般向けプラント物件が減少したものの、小型変圧器・配電自動化用制御器等の配電機器が増

加したことにより、セグメント全体の売上高は27,491百万円（前年同期比0.2％増）と増加し、セグメント利益につ

きましても4,329百万円（前年同期比5.7％増）と増益になりました。

計量事業は、第２世代スマートメーターの本格導入に伴う販売台数・売価の増加とSMAC事業が量産開始したこと

により、セグメント全体の売上高は18,218百万円（前年同期比15.1％増）と増加し、セグメント利益につきまして

も2,725百万円（前年同期比20.2％増）と増益となりました。

ＧＸソリューション事業は、ＥＶ充電器の販売台数の減少とＰＰＰ／ＰＦＩ事業の減少により、セグメント全体

の売上高は3,492百万円（前年同期比21.7％減）と減少したものの、ＥＭＳ（エネルギーマネージメントシステム）

の増加により、セグメント損失につきましては375百万円（前年同期はセグメント損失380百万円）と前年同期と同

水準になりました。

光応用検査機器事業は、三次元検査装置の増加により、セグメント全体の売上高は403百万円（前年同期比

124.2％増）と増加し、セグメント損失につきましても41百万円（前年同期はセグメント損失193百万円）と赤字幅

が縮小しました。

その他事業は、賃貸用ビルを売却したことにより、セグメント全体の売上高は353百万円（前年同期比28.0％減）

と減少し、セグメント利益につきましても295百万円（前年同期比8.3％減）と減益となりました。

 
当中間連結会計期間末の総資産は、前連結会計年度末に比べ4,677百万円減少し、115,638百万円となりました。

これは主に賃貸用ビルの売却等により「土地」「建物及び構築物」が減少したこと及び「売上債権」が減少したこ

とによるものです。

負債は、前連結会計年度末に比べ5,289百万円減少し、41,274百万円となりました。これは主に「支払手形及び買

掛金」の減少に加え、賃貸用ビルの売却に伴い「修繕引当金」が減少したことによるものです。

純資産は、前連結会計年度末に比べ611百万円増加し、74,364百万円となりました。これは主に「自己株式」の取

得により減少したものの、親会社株主に帰属する中間純利益の計上により「利益剰余金」が増加したためです。

 
(2) キャッシュ・フローの状況

当中間連結会計期間末における現金及び現金同等物は、前連結会計年度末と比較して2,570百万円増加し、19,135

百万円となりました。

当中間連結会計期間におけるキャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロ－）

営業活動によるキャッシュ・フロ－は、2,175百万円の収入（前年同期は4,889百万円の収入）となりました。こ

れは主に棚卸資産の増加3,347百万円による減少、仕入債務の減少2,896百万円による減少があったものの、税金等

調整前中間純利益の計上10,761百万円、売上債権の減少6,372百万円による増加があったためです。

（投資活動によるキャッシュ・フロ－）

投資活動によるキャッシュ・フロ－は、7,696百万円の収入（前年同期は2,503百万円の支出）となりました。こ

れは主に有形及び無形固定資産の取得による支出2,546百万円があったものの、有形及び無形固定資産の売却による

収入9,375百万円があったためです。

（財務活動によるキャッシュ・フロ－）

財務活動によるキャッシュ・フロ－は、7,309百万円の支出（前年同期は1,287百万円の支出）となりました。こ

れは主に自己株式の取得による支出5,001百万円、配当金の支払1,342百万円、非支配株主への配当金の支払401百万

円、長期借入金の返済300百万円によるものです。
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(3) 優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題

当中間連結会計期間において、当社グループが優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題に重要な変更はあり

ません。

 

(4) 研究開発活動

当中間連結会計期間の研究開発費の総額は1,943百万円であります。

なお、当中間連結会計期間において当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

 

(5) 主要な設備

当中間連結会計期間において、新設、休止、大規模改修、除却、売却等により著しい変動があった設備は次の通

りであります。

（売却）

2026年4月28日開催の当社取締役会において決定した当社が保有する賃貸用ビル（所在地：東京都品川区東五反田

二丁目）の譲渡については、2026年６月５日に第１回目所有権持分移転を実施し、固定資産売却益5,400百万円及び

修繕引当金戻入額1,335百万円を特別利益として計上しております。第２回目所有権持分移転は2027年６月11日に実

施する予定です。

 
３ 【重要な契約等】

当中間連結会計期間において、重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 40,000,000

計 40,000,000
 

 

② 【発行済株式】

種類
中間会計期間末
現在発行数(株)
(2026年９月30日)

提出日現在発行数
(株)

(2026年11月６日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 16,276,305 15,619,305
東京証券取引所
(プライム市場)

単元株式数
100株

計 16,276,305 15,619,305 ― ―
 

（注）　2026年４月28日および2026年９月30日開催の取締役会において、会社法第178条の規定に基づき、自己株式の消

却について決議し、2026年10月８日付で自己株式の消却を実施しました。これにより、発行済株式総数は

657,000株減少し、15,619,305株となっております。

 
(2) 【新株予約権等の状況】

① 【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

 
② 【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 
(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

 
(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
(千株)

発行済株式
総数残高
(千株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高
(百万円)

2026年４月１日～
2026年９月30日

― 16,276 ― 8,000 ― 2,000
 

（注）　2026年４月28日および2026年９月30日開催の取締役会において、会社法第178条の規定に基づき、自己株式の消

却について決議し、2026年10月８日付で自己株式の消却を実施しました。これにより、発行済株式総数は

657,000株減少し、15,619,305株となっております。
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(5) 【大株主の状況】

  2026年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式
(自己株式を
除く。)の
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

東京電力パワーグリッド株式会社 東京都千代田区内幸町一丁目１番３号 5,671 36.45

株式会社日本カストディ銀行（信託
口）

東京都中央区晴海一丁目８番12号 1,329 8.54

日本マスタートラスト信託銀行株式
会社（信託口）

東京都港区赤坂一丁目８番１号赤坂インター
シティＡＩＲ

1,308 8.41

ＢＮＰ ＰＡＲＩＢＡＳ ＬＵＸＥＭ
ＢＯＵＲＧ／２Ｓ／ＪＡＳＤＥＣ／
ＦＩＭ／ＬＵＸＥＭＢＯＵＲＧ Ｆ
ＵＮＤＳ／ＵＣＩＴＳ ＡＳＳＥＴ
Ｓ（常任代理人　香港上海銀行東京
支店）

３３ ＲＵＥ ＤＥ ＧＡＳＰＥＲＩＣＨ， Ｌ
－５８２６ ＨＯＷＡＬＤ－ＨＥＳＰＥＲＡ
ＮＧＥ， ＬＵＸＥＭＢＯＵＲＧ（東京都中
央区日本橋三丁目11番１号）

360 2.31

ＢＮＹ ＧＣＭ ＣＬＩＥＮＴ ＡＣ
ＣＯＵＮＴ ＪＰＲＤ ＡＣ ＩＳＧ
（ＦＥ－ＡＣ）（常任代理人　株式
会社三菱ＵＦＪ銀行）

ＰＥＴＥＲＢＯＲＯＵＧＨ ＣＯＵＲＴ １３
３ ＦＬＥＥＴ ＳＴＲＥＥＴ ＬＯＮＤＯＮ
ＥＣ４Ａ　２ＢＢ ＵＮＩＴＥＤ ＫＩＮＧＤ
ＯＭ（東京都千代田区丸の内一丁目４番５
号　決済事業部）

345 2.22

東光高岳従業員持株会 東京都江東区豊洲五丁目６番36号 245 1.57

大樹生命保険株式会社 東京都港区東新橋一丁目５番２号 209 1.34

明治安田生命保険相互会社 東京都千代田区丸の内二丁目１番１号 200 1.28

株式会社日本カストディ銀行（信託
Ｅ口）

東京都中央区晴海一丁目８番12号 156 1.00

ＢＮＹＭ ＡＳ ＡＧＴ／ＣＬＴＳ
１０ ＰＥＲＣＥＮＴ（常任代理
人　株式会社三菱ＵＦＪ銀行）

２４０ ＧＲＥＥＮＷＩＣＨ ＳＴＲＥＥＴ，
ＮＥＷ ＹＯＲＫ， ＮＥＷ ＹＯＲＫ １０２
８６ Ｕ．Ｓ．Ａ．（東京都千代田区丸の内
一丁目４番５号　決済事業部）

156 1.00

計 － 9,982 64.16
 

（注）上記のほか当社所有の自己株式719千株があります。
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(6) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

   2026年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
（自己保有株式）
普通株式 719,600
 

― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式 15,452,200
 

154,522 ―

単元未満株式 普通株式 104,505
 

― 一単元（100株）未満の株式

発行済株式総数 16,276,305 ― ―

総株主の議決権 ― 154,522 ―
 

(注）１．「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、株式会社証券保管振替機構名義の株式が300株(議決権３

個)含まれております。

２．「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式98株が含まれております。

３．「完全議決権株式(その他)」の欄には、株式給付信託(BBT)に関して株式会社日本カストディ銀行(信託Ｅ

口)が保有する当社株式156,800株(議決権1,568個)が含まれております。

 
② 【自己株式等】

  　　2026年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合(％)

株式会社東光高岳
東京都江東区豊洲五丁目
６番36号

719,600 ― 719,600 4.42

計 ― 719,600 ― 719,600 4.42
 

(注)　株式給付信託(BBT)にかかる信託口が保有する当社株式156,840株を中間連結財務諸表上、自己株式として処理し

ておりますが、上記の表には含めておりません。

 

２ 【役員の状況】

該当事項はありません。

 

EDINET提出書類

株式会社東光高岳(E26713)

半期報告書

 8/22



第４ 【経理の状況】

 

１．中間連結財務諸表の作成方法について

当社の中間連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28

号。以下「連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

また、当社は、金融商品取引法第24条の５第１項の表の第１号の上欄に掲げる会社に該当し、連結財務諸表規則第

１編及び第３編の規定により第１種中間連結財務諸表を作成しております。

 

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、中間連結会計期間(2026年４月１日から2026年９月30

日まで)に係る中間連結財務諸表について、アーク有限責任監査法人による期中レビューを受けております。
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１ 【中間連結財務諸表】

(1) 【中間連結貸借対照表】

           (単位：百万円)

          
前連結会計年度
(2026年３月31日)

当中間連結会計期間
(2026年９月30日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 13,564 11,135

  受取手形、売掛金及び契約資産 24,406 18,655

  電子記録債権 1,824 1,239

  有価証券 3,000 8,000

  商品及び製品 3,037 2,587

  仕掛品 16,757 19,906

  原材料及び貯蔵品 8,548 9,217

  その他 1,977 1,241

  貸倒引当金 △10 △10

  流動資産合計 73,106 71,972

 固定資産   

  有形固定資産   

   建物及び構築物 35,398 32,791

    減価償却累計額 △23,802 △22,569

    建物及び構築物（純額） 11,595 10,222

   機械装置及び運搬具 25,172 26,233

    減価償却累計額 △20,969 △21,608

    機械装置及び運搬具（純額） 4,203 4,625

   工具、器具及び備品 13,280 13,549

    減価償却累計額 △11,771 △12,103

    工具、器具及び備品（純額） 1,509 1,445

   土地 19,935 17,986

   リース資産 12 23

    減価償却累計額 △2 △3

    リース資産（純額） 10 19

   建設仮勘定 1,188 1,049

   有形固定資産合計 38,442 35,347

  無形固定資産   

   その他 2,061 1,328

   無形固定資産合計 2,061 1,328

  投資その他の資産   

   投資有価証券 1,700 1,788

   退職給付に係る資産 2,926 3,017

   繰延税金資産 1,245 1,251

   その他 832 932

   投資その他の資産合計 6,705 6,989

  固定資産合計 47,210 43,666

 資産合計 120,316 115,638
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           (単位：百万円)

          
前連結会計年度
(2026年３月31日)

当中間連結会計期間
(2026年９月30日)

負債の部   

 流動負債   

  支払手形及び買掛金 12,550 9,676

  電子記録債務 69 61

  短期借入金 1,190 980

  リース債務 2 4

  未払法人税等 2,463 3,189

  契約負債 2,395 3,935

  賞与引当金 3,114 2,401

  その他 6,214 4,489

  流動負債合計 28,000 24,738

 固定負債   

  長期借入金 1,200 900

  リース債務 8 17

  繰延税金負債 1,929 2,267

  修繕引当金 1,424 81

  製品保証引当金 2,131 1,877

  役員株式給付引当金 193 190

  退職給付に係る負債 10,862 10,701

  その他 812 499

  固定負債合計 18,563 16,535

 負債合計 46,563 41,274

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 8,000 8,000

  資本剰余金 7,409 7,409

  利益剰余金 50,368 56,010

  自己株式 △426 △5,417

  株主資本合計 65,352 66,003

 その他の包括利益累計額   

  その他有価証券評価差額金 543 617

  繰延ヘッジ損益 57 16

  為替換算調整勘定 536 598

  退職給付に係る調整累計額 1,436 1,292

  その他の包括利益累計額合計 2,573 2,524

 非支配株主持分 5,827 5,836

 純資産合計 73,753 74,364

負債純資産合計 120,316 115,638
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(2) 【中間連結損益計算書及び中間連結包括利益計算書】

【中間連結損益計算書】

           (単位：百万円)

          前中間連結会計期間
(自 2025年４月１日
　至 2025年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 2026年４月１日
　至 2026年９月30日)

売上高 48,400 49,960

売上原価 35,791 36,277

売上総利益 12,609 13,682

販売費及び一般管理費 ※１  9,204 ※１  9,921

営業利益 3,404 3,761

営業外収益   

 受取利息 1 14

 受取配当金 124 28

 為替差益 8 -

 設備賃貸料 40 45

 電力販売収益 29 20

 持分法による投資利益 18 66

 その他 33 50

 営業外収益合計 256 227

営業外費用   

 支払利息 45 12

 為替差損 - 24

 電力販売費用 11 18

 支払手数料 - 74

 租税公課 - 27

 その他 28 16

 営業外費用合計 86 174

経常利益 3,575 3,814

特別利益   

 固定資産売却益 1 5,401

 関係会社株式売却益 - 264

 修繕引当金戻入額 - 1,335

 特別利益合計 1 7,002

特別損失   

 固定資産廃棄損 24 41

 事務所移転費用 2 -

 耐震工事関連費用 28 14

 特別損失合計 55 55

税金等調整前中間純利益 3,520 10,761

法人税、住民税及び事業税 898 2,993

法人税等調整額 166 383

法人税等合計 1,064 3,377

中間純利益 2,455 7,383

非支配株主に帰属する中間純利益 267 396

親会社株主に帰属する中間純利益 2,188 6,987
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【中間連結包括利益計算書】

           (単位：百万円)

          前中間連結会計期間
(自 2025年４月１日
　至 2025年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 2026年４月１日
　至 2026年９月30日)

中間純利益 2,455 7,383

その他の包括利益   

 その他有価証券評価差額金 104 74

 繰延ヘッジ損益 △6 △40

 為替換算調整勘定 △56 58

 退職給付に係る調整額 △66 △143

 持分法適用会社に対する持分相当額 △50 16

 その他の包括利益合計 △74 △34

中間包括利益 2,380 7,349

（内訳）   

 親会社株主に係る中間包括利益 2,131 6,938

 非支配株主に係る中間包括利益 249 410
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(3) 【中間連結キャッシュ・フロー計算書】

           (単位：百万円)

          前中間連結会計期間
(自 2025年４月１日
　至 2025年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 2026年４月１日
　至 2026年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

 税金等調整前中間純利益 3,520 10,761

 減価償却費 1,361 1,732

 持分法による投資損益（△は益） △18 △66

 固定資産廃棄損 24 41

 固定資産売却損益（△は益） △1 △5,401

 貸倒引当金の増減額（△は減少） △37 -

 受取利息及び受取配当金 △126 △42

 支払利息 45 12

 売上債権の増減額（△は増加） 7,507 6,372

 棚卸資産の増減額（△は増加） △4,401 △3,347

 仕入債務の増減額（△は減少） △303 △2,896

 未払消費税等の増減額（△は減少） △758 △558

 契約負債の増減額（△は減少） △871 1,540

 賞与引当金の増減額（△は減少） 100 △712

 製品保証引当金の増減額（△は減少） △530 △253

 修繕引当金の増減額（△は減少） 43 △1,343

 環境対策引当金の増減額（△は減少） △4 -

 役員株式給付引当金の増減額（△は減少） 0 △3

 関係会社株式売却損益（△は益） - △264

 退職給付に係る負債の増減額（△は減少） △103 △371

 退職給付に係る資産の増減額（△は増加） △108 △90

 その他 △256 △753

 小計 5,082 4,355

 利息及び配当金の受取額 159 134

 利息の支払額 △46 △13

 法人税等の支払額又は還付額（△は支払） △305 △2,300

 営業活動によるキャッシュ・フロー 4,889 2,175

投資活動によるキャッシュ・フロー   

 有形及び無形固定資産の取得による支出 △2,611 △2,546

 有形及び無形固定資産の売却による収入 1 9,375

 投資有価証券の売却による収入 0 -

 関係会社株式の売却による収入 - 277

 有形及び無形固定資産の売却に係る前受金 - 911

 貸付金の回収による収入 107 -

 その他 △0 △321

 投資活動によるキャッシュ・フロー △2,503 7,696

財務活動によるキャッシュ・フロー   

 短期借入金の純増減額（△は減少） △100 △210

 長期借入金の返済による支出 △500 △300

 自己株式の取得による支出 - △5,001

 配当金の支払額 △405 △1,342

 
連結範囲の変更を伴わない子会社出資金の取得
による支出

△11 -

 非支配株主への配当金の支払額 △276 △401

 その他 5 △53

 財務活動によるキャッシュ・フロー △1,287 △7,309

現金及び現金同等物に係る換算差額 △14 8

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 1,083 2,570

現金及び現金同等物の期首残高 13,432 16,564

現金及び現金同等物の中間期末残高 ※  14,516 ※  19,135
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【注記事項】

(会計上の見積りの変更)

当社グループは、賃貸用ビルの将来の定期的な修繕に要する費用の支出に備えるため修繕引当金を計上しており

ますが、当中間連結会計期間において当該固定資産を一部売却したことに伴い、将来発生が見込まれる修繕費用を

再見積りしました。

その結果、従来の見積額と再見積額との差額を修繕引当金戻入額として特別利益に計上しました。

これにより、当中間連結会計期間の税金等調整前中間純利益が1,335百万円増加しております。

 
(中間連結貸借対照表関係)

１ 偶発債務

一連の不適切事案に係るお客さまとの協議の結果により、将来の財政状態及び経営成績に影響を及ぼす費用

が発生する可能性がありますが、現時点でその影響額を合理的に見積もることが困難な費用については、当中

間連結会計期間の中間連結財務諸表には反映しておりません。

 
(中間連結損益計算書関係)

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は、次のとおりであります。

 
前中間連結会計期間
(自 2025年４月１日
至 2025年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 2026年４月１日
至 2026年９月30日)

給料諸手当及び賞与 2,348百万円 2,503百万円

賞与引当金繰入額 728 〃 790 〃

退職給付費用 137 〃 61 〃

役員株式給付引当金繰入額 8 〃 17 〃
 

　　

(中間連結キャッシュ・フロー計算書関係)

※ 現金及び現金同等物の中間期末残高と中間連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は、次のと

おりであります。

 
前中間連結会計期間
(自 2025年４月１日
至 2025年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 2026年４月１日
至 2026年９月30日)

現金及び預金 14,516百万円 11,135百万円

取得日から３ヶ月以内に償還期限が
到来する短期投資（有価証券）

― 〃 8,000 〃

現金及び現金同等物 14,516百万円 19,135百万円
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(株主資本等関係)

前中間連結会計期間(自 2025年４月１日 至 2025年９月30日)

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2025年６月27日
定時株主総会

普通株式 405 25.00 2025年３月31日 2025年６月30日 利益剰余金
 

（注）2025年６月27日開催の定時株主総会決議による配当金の総額には、株式会社日本カストディ銀行（信託Ｅ口）

が保有する当社株式に対する配当金４百万円が含まれております。

 
２．基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間の末日後となるもの

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2025年10月31日
取締役会

普通株式 599 37.00 2025年９月30日 2025年12月１日 利益剰余金
 

（注）配当金の総額には、株式会社日本カストディ銀行(信託Ｅ口)が保有する当社株式に対する配当金５百万円が含

まれております。

 
当中間連結会計期間(自 2026年４月１日 至 2026年９月30日)

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2026年６月26日
定時株主総会

普通株式 1,345 83.00 2026年３月31日 2026年６月29日 利益剰余金
 

（注）2026年６月26日開催の定時株主総会決議による配当金の総額には、株式会社日本カストディ銀行（信託Ｅ口）

が保有する当社株式に対する配当金13百万円が含まれております。

 
２．基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間の末日後となるもの

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2026年10月30日
取締役会

普通株式 1,042 67.00 2026年９月30日 2026年12月１日 利益剰余金
 

（注）配当金の総額には、株式会社日本カストディ銀行(信託Ｅ口)が保有する当社株式に対する配当金10百万円が含

まれております。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

Ⅰ 前中間連結会計期間(自 2025年４月１日 至 2025年９月30日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報並びに収益の分解情報

      (単位：百万円)

 

報告セグメント

その他
(注)１

合計
電力機器
事業

計量
事業

ＧＸソ
リューショ
ン
事業

光応用
検査機器
事業

計

売上高        

　顧客との契約から生じる収益 27,434 15,832 4,259 180 47,706 ― 47,706

　その他の収益 (注)２ ― ― 203 ― 203 490 694

  外部顧客への売上高 27,434 15,832 4,462 180 47,909 490 48,400

  セグメント間の内部売上高
  又は振替高

681 2,341 565 ― 3,589 261 3,850

計 28,116 18,174 5,028 180 51,499 752 52,251

セグメント利益又は損失（△） 4,096 2,267 △380 △193 5,789 321 6,111
 

(注)１ 「その他」の区分に含まれる事業は、不動産賃貸事業であります。

　 ２　その他の収益は、「リース取引に関する会計基準」の範囲に含まれる不動産賃貸収入等であります。

 

２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と中間連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の主な内容

(差異調整に関する事項)

 (単位：百万円)

利益 金額

報告セグメント計 5,789

「その他」の区分の利益 321

セグメント間取引消去 △0

全社費用(注) △2,710

その他の調整額 4

中間連結損益計算書の営業利益 3,404
 

(注) 全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。
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Ⅱ 当中間連結会計期間(自 2026年４月１日 至 2026年９月30日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報並びに収益の分解情報

      (単位：百万円)

 

報告セグメント

その他
(注)１

合計
電力機器
事業

計量
事業

ＧＸソ
リューショ
ン
事業

光応用
検査機器
事業

計

売上高        

　顧客との契約から生じる収益 27,491 18,218 3,492 403 49,606 ― 49,606

　その他の収益 (注)２ ― ― ― ― ― 353 353

  外部顧客への売上高 27,491 18,218 3,492 403 49,606 353 49,960

  セグメント間の内部売上高
  又は振替高

669 2,927 530 ― 4,126 264 4,391

計 28,160 21,145 4,023 403 53,733 618 54,352

セグメント利益又は損失（△） 4,329 2,725 △375 △41 6,637 295 6,932
 

(注)１ 「その他」の区分に含まれる事業は、不動産賃貸事業であります。

　 ２　その他の収益は、「リース取引に関する会計基準」の範囲に含まれる不動産賃貸収入等であります。

 

２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と中間連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の主な内容

(差異調整に関する事項)

 (単位：百万円)

利益 金額

報告セグメント計 6,637

「その他」の区分の利益 295

セグメント間取引消去 △40

全社費用(注) △3,121

その他の調整額 △10

中間連結損益計算書の営業利益 3,761
 

(注) 全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

 
(収益認識関係)

顧客との契約から生じる収益を分解した情報は、「注記事項（セグメント情報等）」に記載のとおりでありま

す。
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(１株当たり情報)

１株当たり中間純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

項目
前中間連結会計期間
(自 2025年４月１日
至 2025年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 2026年４月１日
至 2026年９月30日)

１株当たり中間純利益金額 136円33銭 443円19銭

    (算定上の基礎)   

親会社株主に帰属する中間純利益金額(百万円) 2,188 6,987

    普通株主に帰属しない金額(百万円) － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する中間純利益
金額(百万円)

2,188 6,987

   普通株式の期中平均株式数(千株) 16,050 15,766
 

(注) １.潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しており

ません。

    ２.株式会社日本カストディ銀行(信託Ｅ口)が保有する当社株式を、「１株当たり中間純利益金額」の算定

上、期中平均株式数の計算において控除する自己株式に含めております(前中間連結会計期間163,673株、当

中間連結会計期間159,873株)。

 
(重要な後発事象)

(自己株式の消却)

　当社は、株主還元の拡充および資本効率の改善を目的とし、2026年4月28日開催の取締役会において、会社法第

165条第３項の規定により読み替えて適用される同法第156条の規定に基づき、自己株式取得に係る事項について決

議するとともに、同法第178条の規定に基づき、自己株式を消却することを決議しました。

　その後、2026年9月30日開催の取締役会において、消却する自己株式の具体的な内容を決議し、以下のとおり自

己株式の消却を実施しました。

 

(1) 消却する株式の種類

　　当社普通株式

(2) 消却する株式の総数

　　657,000株

(3) 消却日

　　2026年10月８日

(4) 消却後の発行済株式総数

　　15,619,305株

 
２ 【その他】

第15期（2026年４月１日から2027年３月31日まで）中間配当について、2026年10月30日開催の取締役会において、

2026年９月30日の株主名簿に記録された株主に対し、次のとおり中間配当を行うことを決議いたしました。

①　配当金の総額                                1,042百万円

②　１株当たりの金額                               67円00銭

③　支払請求権の効力発生日及び支払開始日     2026年12月１日
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

　

　該当事項はありません。
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独立監査人の中間連結財務諸表に対する期中レビュー報告書
 

2026年11月６日

株式会社東光高岳

取締役会  御中

　

アーク有限責任監査法人
 

東京オフィス
 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 千　葉　真　人  

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 澁　谷　徳　一  

 

　

 
監査人の結論

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社東光高

岳の2026年４月１日から2027年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間(2026年４月１日から2026年９月30日ま

で)に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結包括利益計算書、中間連

結キャッシュ・フロー計算書及び注記について期中レビューを行った。

当監査法人が実施した期中レビューにおいて、上記の中間連結財務諸表が、期中連結財務諸表に係る我が国において

一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社東光高岳及び連結子会社の2026年９月30日現在の財

政状態並びに同日をもって終了する中間連結会計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していな

いと信じさせる事項が全ての重要な点において認められなかった。

 
監査人の結論の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に準拠して期中レビューを行った。

期中レビューの基準における当監査法人の責任は、「中間連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任」に記載

されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定（社会的影響度の高い事業体の財務諸表監査に適用

される規定を含む。）に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任

を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 
中間連結財務諸表に対する経営者及び監査等委員会の責任

経営者の責任は、期中連結財務諸表に係る我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して中

間連結財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない中間連結財

務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

中間連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき中間連結財務諸表を作成することが適切

であるかどうかを評価し、期中連結財務諸表に係る我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づ

いて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

 

中間連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した期中レビューに基づいて、期中レビュー報告書において独立の立場から中間連結

財務諸表に対する結論を表明することにある。
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監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に従って、期中レビューの過程を通じ

て、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の期中レビュー手

続を実施する。期中レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される

年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認め

られると判断した場合には、入手した証拠に基づき、中間連結財務諸表において、期中連結財務諸表に係る我が国に

おいて一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認めら

れないかどうか結論付ける。また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、期中レビュー報告

書において中間連結財務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する中間連結財務諸表の注

記事項が適切でない場合は、中間連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められてい

る。監査人の結論は、期中レビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業

は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・中間連結財務諸表の表示及び注記事項が、期中連結財務諸表に係る我が国において一般に公正妥当と認められる企業

会計の基準に準拠していないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた中間連

結財務諸表の表示、構成及び内容、並びに中間連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと

信じさせる事項が認められないかどうかを評価する。

・中間連結財務諸表に対する結論表明の基礎となる、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。監査人

は、中間連結財務諸表の期中レビューに関する指揮、監督及び査閲に関して責任がある。監査人は、単独で監査人の

結論に対して責任を負う。

監査人は、監査等委員会に対して、計画した期中レビューの範囲とその実施時期、期中レビュー上の重要な発見事項

について報告を行う。

監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに

監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合又

は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

 
利害関係

会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

　
以  上

 

(注) １．上記は期中レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書

提出会社)が別途保管しております。

２．XBRLデータは期中レビューの対象には含まれていません。
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